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第 1章  背 景及び目的

1 . 1 背 景

国際電信電話諮問委員会 (ITU― T:旧 CCITT)勧 告T.81(Digital

Compression and Coding of Continuous―TOne Still lmages)〔以後 」PEG(Joint

Photographic Experts Croup)とぃう〕を使用 した ISDN静 止画通信は ISDNの

有効なアプリケーションとして注目されており、我が国をはじめ各国で開発が進められて

いる。しかし、従来は通信プロトコルが標準化されていなかったため、異なるシステム間

では相互通信を行うことが不可能であった。

そこで、 (社)電 信電話技術委員会 (TTC)に おいて標準化作業が進められ、

1993年 4月 にJJ-41.10 1SDN用 静止画映像伝送方式がTTC標 準として

制定された。

今後、標準の制定及び ISDNサ ービスの拡大とあいまって、 ISDN静 止画通信が

飛躍的に進展するものと予想されるが、その健全な発展と普及を図るためには標準に基づ

いて開発されたシステム間の相互接続に関するさまざまな課題を順次解決 し、その成果を

標準にフィー ドバックすることが重要である。

1 。2 目 的

上記標準に基づく製品が今後各メーカから製造 ・販売されることが予想される中で、各

ユーザにおける円滑な ISDN静 止画通信の利用を促進するためには、各製品間での相互

接続性の確保が必要不可欠である。しかしながら、今後予想される製品機能の多様化によ

り標準に準拠し製造される製品同士でも相互接続性が必ず しも確保されない場合も想定さ

れ、相互接続試験の実施による接続性の確認が必要となる。

本 「ガイ ドライン」は、上記の状況のなかでJJ-41.10に 準拠 して各社が製造

する ISDN用 静止画映像伝送端末間での相互接続性を確保するために実施すべき相互

接続試験の内容、手順について規定するものである。

今後、本 「ガイ ドライン」に基づき、通信機械工業会が事務局を務める 「ISDN用 静

止画映像伝送方式相互接続試験実施連絡会」等において具体的な相互接続試験が実施され、

その結果各製品間の相互接続性の確保が図られ、我が国における ISDN静 止画通信の本格

的な展開に向けた環境の整備が進展するとともに、標準自体の実効性も高められ、新たな標

準を策定していく場合の参考として活用される。
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1.3 相 互接続試験の範囲

第 1版 の相互接続試験の対象は、 (社)電 信電話技術委員会 (TTC)に おいて制定

された標準仕様 JJ-41.10に 基づいた次の範囲とする。

(1)ISDNイ ンタフェースに接続される端末

(2)半 二重通信のエラー再送無 しモー ド及び、同報タイプの受信モー ド

(3)伝 送フォーマ ットはNTSCフ ォーマット

この範囲は、上記標準仕様の全てを包含するものではな く、実際上最 も必要な相互接続

条件の試験実施について規定するものであり、今後必要に応じて随時充実していくもので      ″

ある。
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第 2章  試 験の前提条件

2.1 準 拠すべき標準

図2.1に 」J-41.10 静 止画映像端末の参照モデルを示す。本システムの相互

接続に関して準拠すべき代表的標準を以下に示す。

2.  1

( 1 )

静止画符号化方式関連

8 1 Digital Compression and Coding of Continuous― tone Still

llnagaes

2.1.2 ユ ーザ ・網インターフェース関連

(1)JT一 141l  ISDNユ ーザ ・網インタ=フ ェース規定点及びインターフェ

ース構造

(2)JT一 1430  1SDN基 本ユーザ ・網イ ンターフェース第 1層 仕様

(3)JT― Q920  1SDNユ ーザ ・網イ ンターフェース第 2層 概要

(4)JT― Q921  1SDNユ ーザ ・網インターフェース第 2層 仕様

(5)JT― Q930  1SDNユ ーザ ・網イ ンターフェース第 3層 概要

(6)」 T― Q931  1SDNユ ーザ ・網イ ンターフェース第 3層 仕様

．

　

Ｔ
．

、
　

一　
　
　
　
、

音声 yL。

データ1/0

映像1/0

ISDNヘ

内は J J - 4 1 10の 規定範囲

内は関連す る他標準

図 2.1 静 止画映像端末の参照モデル
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2.2 網 への接続

2.2.1 網 へ接続するための条件

本試験はNTT INSネ ット64に 接続 して実施するため以下の条件を満足すること

を前提とする。

図  INSネ ットインターフェース関連

NTT技 術参考資料  INSネ ットサービスのインターフェース

第 1分冊  平 成 5年  1月  4日 改訂 (第6版 )

第 2分 冊  平 成 5年  1月  4日 改訂 (第3版 )

第 3分 冊  平 成 4年 10月  1日 改訂 (第3版 )

2.2.2 網 へ接続するための諸手続

(1)INSネ ットに接続 して試験を実施する端末は、以下のいずれかの認可を終了して

おくこと。

①  (財 )電 気通信端末機器審査協会の 「技術的条件適合認定」

②  NTTの 適合検査

2.3 事 前確認試験

相互接続試験に参加する端末は、事前に INSネ ットに接続し、以下の項目について自

社端末相互間で正常動作することを確認 しておくこと。

① 3.4節 に規定される試験項目
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第 3章  相 互接続試験の実施方法

3.1 試 験環境

(1)試験回線としては INSネ ッ ト64を 用いるため、少な く

試験実施場所において、これにアクセスできること。

(2)試験における回線との接続を下図に示す。

とも試験当日は各参加者の

<接 続試験のシステム>

(3)試験回線には試験に供する端末のみ 1台 に限って接続する。

(4)連絡用電話を用意すること。

3.2 試 験手順

3.2.1 エ ンド・エンドタイプの試験

(1)発信者は着信者に電話連絡 し、試験の開始を伝える。原則として、試験中は電話を接

続 したままとする。

(2)発信端末は着信端末の試験用 ISDN電 話番号へ発信する。

(3)正常に着信 しない場合には3回 まで再発呼する。着信できない場合には(7)の手順を

行う。

I N Sネ ット6 4
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(4)発信側は別紙 1-1の 実施可能な項目の少なくとも一つの組合せについて静止画像を

送信し、着信側が正常に受信できることを確認する。

(5)静止画像の送受信が完了したら、着信側から切断する。

(6)発信者は正常に切断されることを確認する。

(7)発信者と着信者が入れ替わり、上記(2)から(6)の手順を繰り返す。

(8)参加 1社 当たり複数の機種について試験する場合、上記の手順を各機種について繰

り返す。

3。 2.2 同 報タイプの試験

(1)発信者は着信者に電話連絡 し、試験の開始を伝える。原則として、試験中は電話を接

続 したままとする。

(2)発信端末 (エンド側端末)は 着信端末 (センター側端末)の 試験用 ISDN電 話番号

へ発信する。

(3)正常に着信 しない場合には3回 まで再発呼する。着信できない場合には(7)の手順を

行う。

(4)センター側端末は別紙 1-2の 実施可能な項目の少なくとも一つの組合せについて

静止画像を送信 し、エンド側端末が正常に受信できることを確認する。

(5)静止画像の送受信が完了したら、エンド側端末から切断する。

(6)センター側端末は正常に切断されることを確認する。

(7)センター側端末と他の端末の一つとを入れ替えて、上記(2)から(6)の手順を繰り返す。

(8)参加 1社 当たり複数の機種について試験する場合、上記の手順を各機種について繰

り返す。

3.3 試 験結果の報告

(1)試験の続行が困難となるような支障が発生 した場合には、別途定める幹事会社に

連絡する。

(2)自社の対応する試験時間割 りをすべて終了 した ら受信側での確認結果を別紙 1-1

あるいは別紙 1-2の チェックシー トに記入 し、幹事会社にFAXに て連絡する。
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なお、試験の再実施を希望する場合には、その旨をチェックシー トMEMO欄 に記述

する。

3.4 試 験項 目

。アウトバンド信号による呼設定の確認

・インチャネル ・ネゴシエーションによる能力決定の確認

(交信不可能な場合は切断されることを確認)

。交信可能な画素数について静止画伝送の確認

(なお、伝送される画像については任意とし、標準画像ソース等は用意 しない)

。呼切断の確認

この試験項目は 「総当たり」で相互接続性を試験するための項目を示したものであり、

すべての機能の確認をしようとするものではない。 (その他の機能の試験については、参考

のため一部を3.6節 に記述している。)

3.5 実 施方法 (参考)

(1)合 同で試験実施の場合

①各社機種総当たりとする。

(ただし、原則的に1社 で複数機種参加の場合には、これらの機種間の相互接続

試験は参加者の責任において既に完了しているものとする。)

②別途定める試験時間割りに従い相互接続試験を実施する。

③ l試験時間割り単位内で、対応する2端 末間の発信/着 信両試験を実施する。

④結果の良否にかかわらず、 1試験時間割り内の試験は当該試験時間割り内に

終了する。

⑤試験に供される両端末の、付録 1「試験に供する端末の能力に関するアンケー ト」

結果を基に、交信可能な項目を事前にチェックする。

⑥試験は3.4節 に示す項目について実施する。

(2)単 独の場合は相互接続試験実施済の機種と個別に試験を実施する。

- 7 -



3.6 オ プショナル試験項目 (参考)

以下の試験項 目に関 しては、第 1ス テ ップの接続試験においては省略する。ただ し、希望

者多数の項 目については、別途定める。

(1)能力決定詳細の確認

。画像受信能力、あるいは送信能力のみの端末の場合

・パケ ットサイズ :低位のサイズで通信が行われること

。同報タイプ受信時のデータ、オーディオ能力など

(2)同報タイプでの送信試験

(3)エラー再送有 リモー ドでの試験

エラー再送無 しモー ドと異なる以下の項 目について考慮すること。

・バ ッファサイズ選択

。符号量がバ ッファサイズを越える場合の静止画像の送受信

(4)全二重通信の試験

。全二重通信確立の確認

。第一形式、第二形式コネクションが独立 して静止画像伝送を行えること

(5)データ多重の試験

受信能力に適合 したフォーマ ットで相手端末が送信 したデータを受信可能なこと。

(a)ポインティング ・データ送受信試験

。受信 したポイ ンティング ・データをもとにマーカ表示が行われること

。自端末と相手端末のマーカ表示等

(b)キャラクタ ・データ送受信試験

。キャラクタ 。セッ トと座標 (行、列の文字数)の 選択

。制御コー ドが正 しく認識されること

(c)ビットマ ップ 。データ送受信試験

。矩形領域のビットマ ップ 。データの表小

(6)」PEGテ ーブルの試験 (デフォル トとそれ以外の切替試験など)

。量子化テーブルに関する詳細試験

・ハフマンテーブルに関する詳細試験

(7)NTSCフ ォーマッ ト以外の伝送フォーマ ッ トでの試験

8-



第 4章  結 果の取扱と今後の課題

4.1 結 果の取扱

受験者は、良好な結果を修めた場合、本試験の結果を用い 「TTC標 準準拠確認制度」

に基づいてTTCに 届け出ることで、TTCマ ークの貼付又は取扱書への表示が可能にな

る。

なお、試験により確認された標準規定内容の問題等については、適宜標準化活‐動へのフ

ィー ドバックに活用される。

4。 2 今 後の検討課題

以下については、第 1版では含まれていないことから、今後次版以降を作成時において

標準化勧告の状況や製品化の状況を踏まえ再度検討する必要がある。

(1)JPEG符 号化方式の拡張機能

(2)」 PEG色 空間のY/Cb/Cr以 外

(3)」 PEG画 素標本点の輝度 :色差の水平方向 2:1、 垂直方向 1:1以 外

(4)デ ィジタルインタフェース接続での試験
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別 紙 1 - 1

送 付 先           殿

F A X

[ 端末 A ]

機 種 名

会 社 /機 関名

担 当者 名

T E L

F A X

チ ェ ック シー ト

試 験 日時  [ 1 9 9  年    月    日     :    ～     :    ]

[ 端末 B ]

相 手 機 種名 [                               ]

一 M E M O一

試験項 ロ リス ト1 (エ ン ド・エ ン ドタイプ)

項 番 項 目 判定基準 結果

( ○または ×)

備考 (問題点等 )

発

　

　

呼

呼設定

端末 A よ り端末 B に 対 し

正常に発信できること。

端末 B

電話番号

2 静 止 画 映 像

送 信 の確 認

静 止 画 映像 の送 信 を確 認

す る。 送 信 した伝 送 画 素

数 を記 録 す る。

伝 送 画 素 数 :

( 横 ×縦 )

×

×

×

×

3 相手切断 相 手 切 断 に対 して 正 常 に

切 断 され る こ と。

4

着
　
　
呼

呼設 定

端 末 B の 発 信 に対 し

正 常 に着 信 で き る こ と。

端末 A

電話番号

5 静 止 画 映像

受信 の確 認

静 止 画 映像 の受 信 を確 認

す る。 受 信 した伝 送 画 素

数 を記 録 す る。

伝 送 画 素 数 :   ×

( 横 ×縦 )   ×

×

×

6 自切 断 自切断 に対 して正常 に

切断 され ること。
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別 紙 1 - 2

送 付 先

F A X

[ 端末 A ]

機 種 名

会社 /機関名

担 当者名

T E L

F A X

チ ェ ック シー ト

試験 日時  [1 9 9  年    月    日     :    ～     :    ]

[端末 B]

相手機種名 [ ]

試験項 ロ リス ト2(同 報 タイプ )

(1 )端 末 Aが エ ン ド側端末 の場合

一 M E M O―

項 番 項 目 判定基準 結果

( ○または ×)

備考 (問題点等 )

1  1

発

　
　
呼

呼設 定

端 末 A よ り端 末 B に 対 し

正 常 に発 信 で き る こ と。

端末 B

電話 番 号

1 2 静止 画 映像

受 信 の確 認

静止画 映像の受信 を確認

す る。 受信 した伝送画素

数を記録す る。

伝送 画 素 数 :

( 横 ×縦 )

×

×

×

1 3 自切 断 自切断 に対 して正 常 に

切断 され ること。

( 2 ) 端 末 Aが セ ンター側 端 末 の場 合

1 4

着

　
　
呼

呼設 定

端 末 B の 発信 に対

正 常 に着 信 で き る

し

こと。

端 末 A

電話 番 号

1 5 静止 画 映 像

送信 の確 認

静止 画 映像 の送 信 を確 認

す る。 送 信 した伝 送 画 素

数 を記 録 す る。

伝 送 画 素 数 :

( 横 ×縦 )

×

×

X

1 6 相 手 切 断 相 手 切 断 に対 して 正 常 に

切 断 され る こ と。
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付録 1- 1

会 社 / 機 関 名 :

試験に供す る端末の能力に関するア ンケー ト用紙

機 種 名 :

項 目 端  末  能  力

伝送画素数 □共通フォーマット

E] 3 5 2〉く28 8

E ]  7 0 4 )く28 8

圧] 7 0 4〉く57 6

□ N T S C

□ 3 8 4〉く24 0

□ 3 8 4〉く48 0

E ]  7 6 8 )く2 4 0

□ 7 6 8 )く4 8 0

□ C.G.

[] 320〉く240

E] 320〉く480

E] 640×480

□ 1024〉く768

E] 640×400

□ H D T V

□ 1 9 2 0 ×1 0 4 0

□ P A L

□  ×

□  ×

バ ッファサイズ □

□

16,384 Byte

65,536 Byte

□ 32,768 Byte

E]131,072 Byte

画像送受信能力

エンド・エント
゛

タイプ

同報タイプ

□送信能力

□送信能力

□受信能力

□受信能力

画像パケ ッ ト

サイズ

ロロングパケッ ト

ロショー トパケ ッ

(1,024 Byte)

卜(32 Byte)

J P E G色 空 間 □Y / C b / C r

□その他  [ ]

J P E G 画 素標本

点 ( 輝度 : 色 差 )

□ Y : C b : C r  水 平 2 : 1 : 1 、 垂直 1 : 1 : 1

□ その他  [ ]

全二重能力 □持 たない □持つ

エ ラー再送能力 □持 たない □持つ
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付録 1- 2

試験 に供す る端末の能力 に関す るア ンケー ト用紙 (続 き)

項 目 端  末  能  力

同報 タイプ

デー タ送信能力

オーテ
゛
ィオ送信能力

□持 たない

□持 たない

□持つ

□持つ

データ受信能力

オーテ
゛
ィオ受信能力

□持 たない

□持 たない

□持つ

□持つ

[符号化方式

符号化方式 □必須機能による

□必須以外の符号化方式を持つ

独 自モ ー ド □独 自モー ド無 し

□独 自モー ド有 り

J P E G量 子化テ

ーブル

ロデフォル ト

ロオプションテ―プル送 出可能

」P E G ハ フマ ン

テーブル

ロデフォル ト

ロオプションテーブル送出可能

電話機能 □内蔵 □外 付 け
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付録 2 (サ ンプル )

第   回  I S D N 用 静止画 映像伝送方 式相 互接続試験 ・供試端末一覧表

会社名 端末

接続番号

試験時

連絡番号

所 属 電話 番号 備  考

機 種名 担当者 F A X番 号

ABCネ土 03-3XXX―

ZZZZ

03-3XXX―

YYYY

XXtt ZZ課 03-3XXX― YYYY 伝送画素数

SEISICA-1 山田太 郎 03-3XXX―ZZZZ

DEF社 OX―XXXX―

ZZZZ

OX―XXXX―

YYYY

SStt YY課 OX―XXXX―YYYY 伝送画素数

STILLPIC 田中花 子 OX―XXXX―ZZZZ
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付録 3(サ ンプル)

試験時間と対向機種について (試験実施 日 : 4月 X X 日 )

当初着信端末

当

初

発

信

端

末

会社名

機種名

ABCネ土

SEISIGA-1

DEF社

STILLPIC

備 考

ABC社

SEISICA-1

9 : 0 0 - 1 0 : 0 0

DEF社

STILLPIC

9 : 0 0 - 1 0 : 0 0
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し     ● 本ガイドラインの使用にあたっては,内 容の変更の有無についてお尋ね下さい。

TTC相互接続試験実施ガイドライン

ISDN用 静止画映像伝送方式相互接続試験実施ガイ ドライン
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